
第103回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

新株予約権等に関する事項
連 　 結 　 注 　 記 　 表
個 　 別 　 注 　 記 　 表

第103期
自　2017年４月１日（至　2018年３月31日）

富士通フロンテック株式会社

事業報告の「新株予約権等に関する事項」、連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個
別注記表」につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、当社ホームページに
掲載することにより、株主のみなさまへご提供しております。
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新株予約権等に関する事項
１．当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（2018年３月31日現在）

名　称
（発行決議日） 区分 保有者

数

新株
予約権
の数

新株予約権
の目的となる
株式の
種類と数

新株予約権
の払込金額

新株予約権の
行使に際して
出資される
財産の価額

権利行使期間 行使の
条件

第１回新株予約権
（2008年７月23日）

取締役
社外取締役	
を除く

１人 17個 普通株式
1,700株

１個当たり
92,400円

１株当たり
１円

2008年８月12日から
2038年８月11日まで （別記）

第２回新株予約権
（2009年７月28日）

取締役
社外取締役	
を除く

１人 17個 普通株式
1,700株

１個当たり
87,600円

１株当たり
１円

2009年８月14日から
2039年８月13日まで （別記）

第３回新株予約権
（2010年７月28日）

取締役
社外取締役	
を除く

１人 16個 普通株式
1,600株

１個当たり
58,800円

１株当たり
１円

2010年８月14日から
2040年８月13日まで （別記）

第４回新株予約権
（2011年７月26日）

取締役
社外取締役	
を除く

２人 40個 普通株式
4,000株

１個当たり
48,000円

１株当たり
１円

2011年８月12日から
2041年８月11日まで （別記）

第５回新株予約権
（2012年７月26日）

取締役
社外取締役	
を除く

３人 63個 普通株式
6,300株

１個当たり
35,100円

１株当たり
１円

2012年８月11日から
2042年８月10日まで （別記）

第６回新株予約権
（2013年７月29日）

取締役
社外取締役	
を除く

３人 48個 普通株式
4,800株

１個当たり
55,800円

１株当たり
１円

2013年８月14日から
2043年８月13日まで （別記）

第７回新株予約権
（2014年７月30日）

取締役
社外取締役	
を除く

３人 36個 普通株式
3,600株

１個当たり
128,400円

１株当たり
１円

2014年８月15日から
2044年８月14日まで （別記）

第８回新株予約権
（2015年７月29日）

取締役
社外取締役	
を除く

３人 34個 普通株式
3,400株

１個当たり
163,900円

１株当たり
１円

2015年８月14日から
2045年８月13日まで （別記）

第９回新株予約権
（2016年７月27日）

取締役
非業務執行取締役

を除く
３人 72個 普通株式

7,200株
１個当たり
92,000円

１株当たり
１円

2016年８月13日から
2046年８月12日まで （別記）

第10回新株予約権
（2017年７月26日）

取締役
非業務執行取締役

を除く
４人 126個 普通株式

12,600株
１個当たり
201,100円

１株当たり
１円

2017年８月11日から
2047年８月10日まで （別記）

（注）	 １.	 監査等委員である取締役および非業務執行取締役には新株予約権を交付しておりません。
	 ２.	 �第１回・第２回・第３回新株予約権を保有する取締役１名分、第４回新株予約権を保有する取締役２名分、第５回・第６回新

株予約権を保有する取締役３名のうち２名分および第７回新株予約権を保有する取締役３名のうち１名分は、当該取締役が取
締役就任前に経営執行役の職務執行の対価として交付されたものであります。

（別記）	１.	 �新株予約権者は、当社の取締役および経営執行役のいずれの地位をも喪失した日の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使
することができる。

	 ２.	 �新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新株予約権の行使の
条件は、下記３．の契約に定めるところによる。

	 ３.	 その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

２．当事業年度中に職務執行の対価として経営執行役に対し交付された新株予約権の状況

名　称
（発行決議日） 区分 交付者

数

新株
予約権
の数

新株予約権
の目的となる
株式の
種類と数

新株予約権
の払込金額

新株予約権の
行使に際して
出資される
財産の価額

権利行使期間 行使の
条件

第10回新株予約権
（2017年７月26日）

経営執行役
取締役兼務
経営執行役
を除く

15人 271個 普通株式
27,100株

１個当たり
201,100円

１株当たり
１円

2017年８月11日から
2047年８月10日まで （別記）

（別記）	１.	 �新株予約権者は、当社の取締役および経営執行役のいずれの地位をも喪失した日の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使
することができる。

	 ２.	 �新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新株予約権の行使の
条件は、下記３．の契約に定めるところによる。

	 ３.	 �その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

３．その他新株予約権等の状況
	 該当事項はありません。

（ ）

（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

（ ）

（ ）
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１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等
	 ⑴�会社計算規則（平成18年２月７日法務省令第13号、最終改正 平成28年１月８日法務省令第１号）に基づいて連結計算書類を作成

しております。
	 ⑵連結の範囲に関する事項
	 　①連結子会社の状況
	 　　・連結子会社の数	 11社
	 　　・連結子会社の名称	 株式会社富士通フロンテックシステムズ
	 	 トータリゼータエンジニアリング株式会社
	 	 株式会社ライフクリエイト
	 	 株式会社テルシイ
	 	 東海エンジニア株式会社
	 	 FUJITSU DIE ‐ TECH CORPORATION OF THE PHILIPPINES
	 	 富士通先端科技（上海）有限公司
	 	 Fujitsu Frontech North America, Inc.
	 	 KIDEN DEVELOPMENT CORPORATION OF THE PHILIPPINES
	 	 Fujitsu Frontech Canada Inc.
	 	 Positek RFID,Inc.
	 　②非連結子会社の数	 非連結子会社はありません。
	 ⑶持分法の適用に関する事項	 該当事項はありません。
	 ⑷連結子会社の事業年度等に関する事項	 �連結子会社のうち、富士通先端科技（上海）有限公司の決算日は、12月31日で

あります。
	 	 �連結計算書類の作成に当たって、同社については、連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく計算書類を使用しております。
	 ⑸資産の評価基準および評価方法
	 　①有価証券の評価基準および評価方法
	 　　・その他有価証券
	 　　　　時価のあるもの	 �当連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
	 　　　　時価のないもの	 移動平均法による原価法
	 　②デリバティブの評価基準および評価方法
	 　　・デリバティブ	 時価法
	 　③たな卸資産の評価基準および評価方法
	 　　・製品・仕掛品	 個別法および総平均法による原価法
	 　　・原材料・貯蔵品	 先入先出法による原価法
	 　　　 （貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。）
	 ⑹固定資産の減価償却の方法
	 　①有形固定資産（リース資産を除く）	 定額法
	 　②無形固定資産（リース資産を除く）
	 　　・市場販売目的のソフトウェア	 �見込販売数量に基づく償却額と残存有効期間（３年）に基づく均等配分額とを比

較し、いずれか大きい額を計上しております。
	 　　・自社利用のソフトウェア	 �社内における利用可能期間（主として５年～６年）に基づく定額法を採用してお

ります。
	 　　・その他無形固定資産	 定額法
	 　③リース資産	 �リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
	 ⑺引当金の計上基準
	 　①貸倒引当金	 �売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。

	 	 �なお、存外連結子会社については、その回収可能性を勘案した回収不能見込額を
計上しております。

	 　②役員賞与引当金	 �役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負
担額を計上しております。

	 　③役員退職慰労引当金	 �役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当連結会計
年度末要支給額を計上しております。

	 　④不採算損失引当金	 �不採算ビジネスに係る契約のうち、当連結会計年度末時点で今後発生が見込まれ
る損失について、合理的に見積もられる金額を計上しております。

	 ⑻退職給付に係る会計処理の方法
	 　①退職給付見込額の期間帰属方法	 �退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
	 　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法	 �数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理することとしております。

	 	 �過去勤務費用は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数による定額法により費用処理しております。

連結注記表
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	 ⑼収益および費用の計上基準
	 　ソフトウェア開発契約の収益認識基準	 �ソフトウェアの開発契約の収益認識については、開発作業の進捗に応じて収益を

計上する進行基準を採用しております。
	 ⑽外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準	 �外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は、損益として処理しております。
	 	 �なお、在外子会社の資産および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産
の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めております。

	 ⑾のれんの償却に関する事項	 のれんについては、10年で均等償却しております。
	 ⑿その他連結計算書類作成のための重要な事項
	 　①ヘッジ会計の方法
	 　　イ．ヘッジ会計の方法	 繰延ヘッジ処理を採用しております。
	 　　ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
	 　　　　・ヘッジ手段	 株式オプション
	 　　　　・ヘッジ対象	 投資有価証券
	 　　ハ．ヘッジ方針	 �外貨建上場有価証券の株価変動リスクを低減するため、株式オプション取引契約

を締結しております。
	 　　ニ．ヘッジの有効性評価の方法	 �ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、オプション価格とヘッジ

対象の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しておりま
す。

	 　②消費税等の会計処理	 税抜方式
２．連結貸借対照表に関する注記
	 有形固定資産の減価償却累計額	 　　30,110百万円
３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
	 ⑴発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末の
株式数（株）

普 通 株 式 24,015,162 ― ― 24,015,162

	 ⑵剰余金の配当に関する事項
	 　①配当金支払額等

決　議 株式の種類 配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2017年５月19日
取 締 役 会 普通株式 263百万円 11円00銭 2017年３月31日 2017年６月２日

2017年10月25日
取 締 役 会 普通株式 264百万円 11円00銭 2017年９月30日 2017年11月27日

計 ― 527百万円 22円00銭 ― ―

	 　②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの

決　議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2018年５月22日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 263百万円 11円00銭 2018年３月31日 2018年６月５日

	 　③当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の種類および数
	 　　普通株式	 118,400株
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４．金融商品に関する注記
	 ⑴金融商品の状況に関する事項
	 　①金融商品に対する取組方針
	 　　�当社グループは、事業活動における資金需要に基づき、銀行借入と富士通グループＣＭＳにより短期的に資金を調達しておりま

す。また、余剰資金は、主に預金として運用しております。デリバティブ取引については、ヘッジ目的のみ利用し、投機的な目的
では行っておりません。

	 　②金融商品の内容およびそのリスク
	 　　�営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建て

の営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。
	 　　�営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は、概ね半年以内の支払期日であります。また、その一部には外貨建てのものがあり、

為替の変動リスクに晒されております。
	 　　�デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約および、投

資有価証券に係る株価の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした株式オプションを利用しております。
	 　③金融商品に関するリスク管理体制
	 　　イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
	 　　　�当社は、与信管理規程に従い、定期的に取引先の状況を確認し、取引先毎に期日および残高を管理するとともに取引先の信用力

低下等による回収が懸念される債権の早期把握やリスク軽減を図っております。
	 　　ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
	 　　　�当社は、外貨建ての営業債権債務については、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として先物為替予約を

利用してヘッジしております。
	 　　　投資有価証券については、定期的に時価や出資先の財務状況を把握して、保有状況を継続的に見直しております。
	 　　ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いをできなくなるリスク）の管理
	 　　　�当社は、各部署からの報告に基づき、適時、資金計画を作成・更新することにより、手元流動性の維持を図り、流動性リスクを

管理しております。
	 ⑵金融商品の時価等に関する事項
	 　2018年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については次のとおりであります。
	 　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。� （単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
⑴現金及び預金 6,002 6,002 ―
⑵預け金 14,279 14,279 ―
⑶受取手形及び売掛金 18,699
　貸倒引当金（＊） △25

18,673 18,673 ―
⑷投資その他の資産
　投資有価証券 566 566 ―

資産計 39,521 39,521 ―
⑴支払手形及び買掛金 13,443 13,443 ―
⑵リース債務（流動負債） 904 904 ―
⑶未払金 3,659 3,659 ―
⑷未払費用 2,909 2,909 ―
⑸リース債務（固定負債） 1,452 1,477 24

負債計 22,368 22,393 24
　デリバティブ取引
　　①ヘッジ会計が適用されていないもの 7 7 ―
　　②ヘッジ会計が適用されているもの 671 671 ―

デリバティブ取引計 678 678 ―

	 　（＊）売掛金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。

	 　（注1）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項
	 　　　資産
	 　　　⑴現金及び預金、⑵預け金、⑶受取手形及び売掛金
	 　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
	 　　　⑷投資有価証券
	 　　　　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。
	 　　　　①�その他有価証券の当連結会計年度中の売却はありません。また、その他有価証券において、種類ごとの連結貸借対照表計上

額、取得原価およびこれらの差額については、次のとおりであります。� （単位：百万円）
種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 389 212 176
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 株式 177 192 △15

合計 566 405 161

	 　　　　②上記の表中にある「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。
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	 　　　負債
	 　　　⑴支払手形及び買掛金、⑵リース債務（流動負債）、⑶未払金、⑷未払費用
	 　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
	 　　　⑸リース債務（固定負債）
	 　　　　�リース債務（固定負債）の時価については、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。
	 　　　デリバティブ取引
	 　　　　①ヘッジ会計が適用されていないもの
	 　　　　　�ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日における契約額又は契約

において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。
� （単位：百万円）

区分 種類
2017年度（2018年３月31日）

契約額等 契約額等の
うち１年超 時価 評価損益

市場取引
以外の取引

為替予約取引
売建
米ドル 632 ― 7 7

合計 632 ― 7 7

	 　　時価の算定方法は、主に契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。

	 　　　　②ヘッジ会計が適用されているもの� （単位：百万円）
ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち１年超 時価
繰延ヘッジ処理 株式オプション 投資有価証券 554 ― 671

	 　　時価の算定方法は、外部機関から提示された価格によっております。

	 　（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 5

	 　�非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、⑷投資有価証券には含まれてお
りません。

	 　（注3） 金銭債権の連結決算日後の償還予定額� （単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

現金及び預金 6,002 ― ― ― ―
預け金 14,279 ― ― ― ―
受取手形及び売掛金 18,699 ― ― ― ―

合計 38,980 ― ― ― ―

	 　（注４）リース債務（固定負債）の連結決算日後の支払予定額� （単位：百万円）
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 5年超

リース債務（固定負債） 617 478 236 79 38
合計 617 478 236 79 38

５．1株当たり情報に関する注記
	 ⑴１株当たり純資産額	 1,901円33銭
	 ⑵１株当たり当期純利益	 100円50銭
６．その他の注記
	 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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１．重要な会計方針に係る事項
　　⑴�会社計算規則（平成18年２月７日法務省令第13号、最終改正 平成28年１月８日法務省令第１号）に基づいて計算書類を作成して

おります。
　　⑵資産の評価基準および評価方法
　　　①有価証券の評価基準および評価方法
　　　　・子会社および関連会社株式	 移動平均法による原価法
　　　　・その他有価証券
　　　　　時価のあるもの	 �期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております。）
　　　　　時価のないもの	 移動平均法による原価法
　　　②デリバティブの評価基準および評価方法
　　　　・デリバティブ	 時価法
　　　③たな卸資産の評価基準および評価方法
　　　　・製品・仕掛品	 個別法および総平均法による原価法
　　　　・原材料・貯蔵品	 先入先出法による原価法
　　　　　（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。）
　　⑶固定資産の減価償却の方法
　　　①有形固定資産（リース資産を除く）	 定額法
　　　②無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　・市場販売目的のソフトウェア	 �見込販売数量に基づく償却額と残存有効期間（３年）に基づく均等配分額とを比

較し、いずれか大きい額を計上しております。
　　　　・自社利用のソフトウェア	 �社内における利用可能期間（主として５年～６年）に基づく定額法を採用してお

ります。
　　　　・のれん	 �のれんについては、10年で均等償却しております。
　　　　・その他無形固定資産	 定額法
　　　③リース資産	 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　　⑷引当金の計上基準
　　　①貸倒引当金	 �売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。

　　　②役員賞与引当金	 �役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額
を計上しております。

　　　③退職給付引当金	 �従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金
資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計
上しております。

　　　　イ．退職給付見込額の期間帰属方法	 �退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。

　　　　ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法	 �数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から
費用処理することとしております。

	 �なお、前払年金費用332百万円は、「投資その他の資産」の「その他」に含めて
表示しております。

　　　④不採算損失引当金	 �不採算ビジネスに係る契約のうち、当事業年度末時点で今後発生が見込まれる損
失について、合理的に見積もられる金額を計上しております。

　　⑸収益および費用の計上基準
　　　ソフトウェア開発契約の収益認識基準	 �ソフトウェアの開発契約の収益認識については、開発作業の進捗に応じて収益を

計上する進行基準を採用しております。
　　⑹外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準	 �外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は、損益として処理しております。
　　⑺その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　　①ヘッジ会計の方法
　　　　イ．ヘッジ会計の方法	 繰延ヘッジ処理を採用しております。
　　　　ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　　・ヘッジ手段	 株式オプション
　　　　　・ヘッジ対象	 投資有価証券
　　　　ハ．ヘッジ方針	 �外貨建上場有価証券の株価変動リスクを低減するため、株式オプション取引契約

を締結しております。
　　　　ニ．ヘッジの有効性評価の方法	 �ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、オプション価格とヘッジ

対象の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しておりま
す。

　　　②退職給付に係る会計処理	 �退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法
は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

　　　③消費税等の会計処理	 税抜方式

個別注記表
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２．貸借対照表に関する注記
⑴有形固定資産の減価償却累計額 26,030百万円

　　⑵関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）
①短期金銭債権 12,611百万円
②短期金銭債務 7,731百万円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
　営業取引による取引高
①売上高 50,885百万円
②仕入高 30,621百万円
③販売費及び一般管理費 190百万円
営業取引以外の取引高 739百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　　自己株式の種類および数

株式の種類 当事業年度期首の
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末の
株式数（株）

普通株式 48,355 50,793 39,700 59,448

（注）自己株式の数の増加は、新株予約権の権利行使に備えるための取得および単元未満株式の買取りによるものであります。
	 自己株式の数の減少は、新株予約権の権利行使によるものであります。

５．税効果会計に関する注記
　　⑴繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

　繰延税金資産
未払賞与 652百万円
未払事業税等 51百万円
たな卸資産評価損 312百万円
固定資産償却超過額 805百万円
関連会社株式評価損 518百万円
その他 166百万円
繰延税金資産小計 2,505百万円
　評価性引当額 △553百万円
繰延税金資産合計 1,952百万円
　繰延税金負債
租税特別措置法上の準備金 21百万円
その他有価証券評価差額金 49百万円
繰延ヘッジ損益 4百万円
その他 7百万円
繰延税金負債合計 83百万円
繰延税金資産の純額 1,869百万円

　　⑵法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に差異があるときの当該差異の原因となった主要な項目別の内訳
法定実効税率 30.86％
　（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.76％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.89％
住民税均等割等 1.25％
税額控除 △3.40％
その他 0.70％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.28％
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６．関連当事者との取引に関する注記
　　⑴親会社および法人主要株主等� （単位：百万円）

種類 会社等の名称
資本金
または
出資金

事業の内容
または職業

議決権等の
所有（被所有）
割合（％）

関係内容
取引の内容 取引金額 科目 期末残高役員の

兼任等
事業上の
関係

親会社 富士通株式会社 百万円
324,625

ソフトウェア・
サービス、情報
処理および通信
分野の製品の開
発、製 造、販 売
およびサービスの
提供

被所有
直接� 53.4
間接� 0.2

同社から
転籍５名

製品の販売
先および材
料の仕入先

製品の売上
注１,２ 44,134 売掛金 9,176

材料の仕入
注１,２ 15,123 買掛金 2,018

違約金収入
注１ 369 未収入金 369

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等については、市場実勢を勘案し、交渉の上決定しております。

２．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
　　⑵子会社等� （単位：百万円）

種類 会社等の名称
資本金
または
出資金

事業の内容
または職業

議決権等の
所有（被所有）
割合（％）

関係内容
取引の内容 取引金額 科目 期末残高役員の

兼任等
事業上の
関係

子会社
FUJITSU DIE-TECH 
CORPORATION OF 
THE PHILIPPINES

百万ペソ
245

グローバルプロダク
トビジネス、パブリ
ックソリューション
ビジネス

所有
直接� 100 なし

当社金型および
メカコンポーネ
ントの製造

有償社給等
注１,２ 3,718 未収入金 411

材料の仕入
注１,２ 10,584 買掛金 760

子会社 富士通先端科技
（上海）有限公司

百万円
200

グローバルプロダク
トビジネス、パブリ
ックソリューション
ビジネス

所有
直接� 100 なし

メカコンポーネ
ントおよび表示
装置の販売・保
守

製品の売上
注１,２ 971 売掛金 168

子会社 Fujitsu Frontech 
North America, Inc.

百万米ドル
17.1

グローバルプロダク
トビジネス、フロン
トソリューションビ
ジネス

所有
直接� 100 なし

メカコンポーネ
ント等の販売、
セルフチェック
アウトシステム
の開発・製造・
販売

製品の売上
注１,２ 5,331 売掛金 2,060

子会社 株式会社ライフクリエイト 百万円
20 その他 所有

直接� 100 なし 施設の管理、
物流業務等

物流作業委
託等
注１,２

233 買掛金
・未払金 30

資金の運用
代行
注１,２

― 預り金 110

子会社 株式会社富士通	
フロンテックシステムズ

百万円
200

サービスインテグ
レーションビジネス

所有
直接� 100 なし

ソリューション、
サービス関連ソフト
ウェアの提供

ｿﾌﾄ開発委
託等
注１,２

2,673 買掛金 323

資金の運用
代行
注１,２

1,676 預り金 1,999

子会社
トータリゼータ
エンジニアリング
株式会社

百万円
400

サービスインテグ
レーションビジネ
ス、パブリックソリ
ューションビジネス

所有
直接� 100 なし

システム運用・
保守サービスの
提供

保守・ｻｰﾋﾞ
ｽ委託等
注１,２

1,786 買掛金 341

資金の運用
代行
注１,２

5,960 預り金 1,400

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等については、市場実勢を勘案し、交渉の上決定しております。

２．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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　　⑶兄弟会社等� （単位：百万円）

種類 会社等の名称
資本金
または
出資金

事業の内容
または職業

議決権等の
所有（被所有）
割合（％）

関係内容
取引の内容 取引金額 科目 期末残高役員の

兼任等
事業上の
関係

親会社の
子会社

富士通キャピタル
株式会社

百万円
100

親会社の子会社
に対する金銭の
貸付および資金
の運用

なし なし

資金の調達・
預託、ファク
タリング取引
先

資金の運用
委託
注１

176,700 預け金 14,000

ファクタリ
ング
注２,３

16,661 買掛金
・未払金 3,515

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．�資金の預け入れにつきましては、安定性・収益性・利便性を考慮した経済合理性に基づき、期間および市中金利等を勘案し

て決定しております。
２．�富士通キャピタル株式会社に対する買掛金については、当社、当社の仕入先、富士通キャピタル株式会社の三者間で基本契
約を締結し、ファクタリング方式による決済を行っているものであります。

３．ファクタリング取引については、消費税等を含んで表示しております。
７．１株当たり情報に関する注記
　　⑴１株当たり純資産額	 1,781円33銭
　　⑵１株当たり当期純利益	 57円74銭
８．その他の注記
　　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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